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１．事業の概要

（１）－１ 事業の目的と計画の概要（位置図）

山梨県

長野県
埼玉県

東京都

茨城県

千葉県

神奈川県

群馬県

：再評価

①事業採択後、３年以上経過した時点で未着工
②事業採択後、５年以上を経過した時点で継続中の事業
③準備・計画段階で、３年間が経過している事業
④再評価実施後、３年間が経過している事業
⑤社会経済情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価

一般国道６号
日立バイパス（Ⅱ期）②

栃木県



１．事業の概要

（１）－２ 事業の目的と計画の概要

２

・交通渋滞の緩和

・交通安全の確保

標準的横断図

平面 図

一般部 橋梁部

日立バイパス（Ⅱ期）延長=3.0km

計画交通量(台/日)
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日立バイパス 延長=10.5km

（単位：ｍ）

再評価対象区間

日立中央IC

日立市役所

区 間 ：自）茨城県日立市国分町

至）茨城県日立市旭町
計画延長 ： 3.0ｋｍ
幅 員 ： 21.75ｍ
道路規格 ： 第3種第1級
設計速度 ： 80ｋｍ/ｈ
車線数 ： 2車線（完成4車線）
計画交通量 ： 15,000～16,900台/日
事業化 ： 平成24年度
事業費 ： 約239億円

ひたちしいばらきけん こくぶちょう

ひたちしいばらきけん あさひちょう

計画概要



１．事業の概要

（１）－３ 事業の目的と計画の概要(日立バイパスの周辺の状況）
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車
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・日立市は、山と海に挟まれた地形であり、南北方向の幹線道路は国道6号、国道245号に限られている。

・幹線道路沿道には、住宅地や工場が多く立地し、国道6号、国道245号には市内を移動する交通や、通過する交
通が集中している。

再評価対象区間

日立中央IC

©Airbus Ds 2016
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地
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場

工
場 2456

海と山に挟まれた限られた土地（幅約３km）に
住宅・工場・道路・鉄道が集中。
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至 いわき市



交通量
（百台/日）

比率

220 64%

100 29%

周辺地域 ⇔ 茨城県 89 26%

周辺地域 ⇔ その他県 10 3%

26 8%

346 100%

国道6号
OD内訳

周辺地域（内々）

周辺地域とその他地域（内外）

通過交通（外々）

合計

１．事業の概要

（１）－４ 事業の目的と計画の概要（国道6号の交通特性）

４

・日立バイパス(Ⅱ期)に並行する国道6号の交通特性は、周辺地域（日立市）に起終点を持つ内々交通が64％、起
終点のどちらかが周辺地域にある内外交通が29％、周辺地域を通過する外々交通が8％となっている。

国道6号
日立バイパス
（Ⅱ期）

延長 3.0km

国道6号の主な交通特性

※周辺地域とは、日立市
※Ｈ17道路交通センサスの現況ＯＤ調査結果を基に算出
※合計値は表示桁数の関係で一致しないことがある。

(64％)

内々交通
220

内外交通

100

(29％)

(8%)

外々交通

26

Ｈ１７道路交通ｾﾝｻｽ交通量

346百台/日

247百台/日

338百台/日

内
々
交
通
が

％

内
外
交
通
が

％

外
々
交
通
が

％

64

29

8

凡 例

内々交通

内外交通

外々交通

(単位：百台/日)

周辺地域

茨城県

栃木県

日立市
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１．事業の概要
（２）－１ 事業の必要性（国道6号の渋滞状況）

５

・日立バイパス（Ⅱ期）に並行する国道６号（現道）の損失時間は257.9千人時間/年･㎞。

・諏訪五差路～桐木田交差点は、「茨城県移動性・安全性向上委員会」により主要渋滞区間に特定、また、諏訪五

差路、油縄子、鮎川橋北、青葉団地入口、兎平、国道245号入口の6つの交差点が主要渋滞箇所に特定。

・日立バイパス（Ⅱ期）の整備により、新たな南北軸の道路ネットワークの形成よる慢性的な交通混雑解消が地域
から期待されている。

日立バイパス（Ⅱ期） 延長3.0km

至

水
戸
市

損失時間：257.9千人時間/年･㎞

主要渋滞区間

写真 兎平交差点の渋滞状況

至 水戸市

撮影：H28.8 至 いわき市

国道6号（現道）の渋滞発生状況

至

い
わ
き
市

再評価対象区間
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100～150千人時間/年・km

150～100千人時間/年・km

100～200千人時間/年・km

200～200千人時間/年・km

損失時間

開通後の所要時間

22.7

11.4

約１１分短縮
見込み

算出条件）開通前：H22道路交通センサス(混雑時平均旅行速度)
開通後：日立バイパス（Ⅱ期）60km/h
起点：諏訪五差路交差点

終点：日立バイパス入口交差点

開通前
【国道６号経由】

開通後
【バイパス経由】

信号交差点

主要渋滞箇所
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館
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資料：プローブデータ（Ｈ26）

ゆ な ご うさぎだいら

山
下
町
十
字
路

国
土
交
通
省
前

滑
川
浜
入
口

日
立
駅
入
口

す わ ご さ ろ きり き だ

諏
訪
五
差
路

日
立
バ
イ
パ
ス
入
口



１．事業の概要

（２）－２ 事業の必要性（国道6号の死傷事故状況）

６

・日立バイパス（Ⅱ期）に並行する国道６号（現道）の死傷事故率は、115.3件/億台･㎞。

・鮎川橋交差点では、渋滞を要因とする交通事故が多発しており、死傷事故率が255.8件/億台･㎞となっている。
また、車両相互の追突事故が多発。
・日立バイパス（Ⅱ期）の整備により、現道区間の交通が当該道路に転換され、交通事故の減少が見込まれる。

至

い
わ
き
市

至

水
戸
市

国道6号（現道）の死傷事故率

180件
(61%)

車両相互の追突事故
が約6割

(294件中180件)

25件
(9%)12件

(4%)

53件
(18%)

事故類型

日立バイパス（Ⅱ期） 延長3.0km

死傷事故率：115.3件/億台･㎞

24件
(8%)

信号交差点

資料：交通事故データ（H23-H26）

資料：交通事故データ（H23-H26）

再評価対象区間

■車両相互（追突） ■車両相互（出会頭） ■車両相互（右左折）

■車両相互（その他） ■車両単独 ■人対車両

100～150件/億台・km

150～100件/億台・km

100～200件/億台・km

200～200件/億台・km

死傷事故率

鮎川橋交差点
死傷事故率
255.8（件/億台・km）
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写真 鮎川橋交差点の交通状況

至 水戸市

撮影：H28.8
至 いわき市
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日
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交差点内に滞留している
対向車を避けて右折
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日
立
駅
入
口

桐
木
田

諏
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五
差
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１．事業の概要

（２）－３ 事業の必要性（物資輸送の定時性・速達性の向上）

・部品生産企業から生産拠点となる製品生産企業への物資輸送が幹線道路の渋滞により遅延している。

・日立バイパス（Ⅱ期）の整備は、国内有数の電気産業地である日立市内の企業間による製造体制の定時性・速
達性が改善し、生産効率の向上や企業コスト低減に寄与する。

７
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1 2

（km/h）

茨城県
平均

35.4km/h

18.6km/h

日立ﾊﾞｲﾊﾟｽ(Ⅱ期)
に並行する国道６号

■茨城県内の事業所数（県内上位５市町村）

（従業員4人以上の事業所）

※（ ）は茨城県内の事業所数を占める割合
資料：平成26年工業統計調査結果（茨城県）

■混雑時平均旅行速度

資料：H22道路交通センサス

（諏訪五差路～国道245号入口交差点間）

諏訪五差路

国道245号入口

（所）

日
立
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イ
パ
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（

期
）

Ⅱ 茨城港日立港区

至いわき市

至水戸市

生産拠点

■部品生産企業～生産拠点～茨城港日立港区
の定時性・速達性向上

製品搬出

部品搬入

工 場

整備前

整備後

６分短縮

16分

10分

※整備前：H27.10プローブデータの平日昼間12時間平均旅行速度
※整備後：日立バイパス（Ⅱ期）（60km/h）

生
産
工
場

整備前

整備後

2分短縮

21分

19分

生
産
工
場

茨
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港
日
立
港
区

部
品
生
産
企
業

部品生産
企業

日
立
バ
イ
パ
ス
（

期
）

Ⅱ

日立市



２．事業の進捗状況

（１）事業の経緯

８

○昭和59年度 ：都市計画決定[日立市河原子町～日立市田尻町 L=10.4km]

○平成23年度 ：都市計画変更決定[日立市河原子町～日立市田尻町 L=10.5km]

○平成24年度 ：事業化[日立市国分町～日立市旭町 L=3.0km]

〇平成27年度 ：用地取得着手

至

水
戸
市

凡 例

橋梁部

土工部

現地盤高

縦断図

16,900台/日

－ 15,000台/日

－

至

い
わ
き
市

日立バイパス 延長10.5km

下段：H22センサス交通量
(平日24時間)

上段：計画交通量（Ｈ42）

日立市

37,481台/日

18,000台/日
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水
戸
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茨
城
県
日
立
市
旭
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至 いわき市

会瀬高架橋 初崎高架橋鮎川橋 旭高架橋

再評価対象区間

日立中央IC

日立市役所
日立市

撮影：平成28年3月

かわ ら ご た じり

あさひ



２．事業の進捗状況

（２）残事業の概要

９

・日立バイパス（Ⅱ期）整備区間の用地取得率は約1％（平成28年3月末時点）
・平成27年度より用地取得を着手。
・現在、用地取得を推進中。
・工事の進捗率は0％。

工事

用地

日立バイパス（Ⅱ期） 延長3.0km

至

水
戸
市

至

い
わ
き
市

今回
評価時
H28

用地進捗率
1％

(全体)

再評価対象区間

(

一)

日
立
停
車
場
線日立市

工事未着手・用地未取得

工事完了・用地取得済

工事中・用地取得中

地元説明会の状況

事業進捗状況

至 いわき市

至 水戸市

用地取得済

写真1
撮影：平28年3月

撮影：平27年8月

写真1

至 いわき市

至 水戸市

撮影：平28年10月



２．事業の進捗状況

（３） 前回評価時からの進捗状況（事業期間の変更）

・東日本大震災をうけて、茨城県沿岸における海岸保全施設計画外力・同解説【潮位・波浪編】の策定と、日立バイパ
ス（Ⅰ期）の波浪による橋脚損傷状況（コンクリート剥離、鉄筋露出等）を踏まえ、日立バイパス（Ⅱ期）の道路施設構
造等を決定するにあたっては、潮位、波浪、許容越波流量等を含む設計条件について学識者等による専門的立場
から具体的に検討するため、平成27年3月に「日立バイパス波浪検討委員会」を設立。

・また、海上橋梁の構造に関する検討をするため、平成28年度に「日立バイパス橋梁等構造検討委員会」を設立予定。

・以上より、委員会検討結果を踏まえた修正設計を行うため、事業期間を平成33年度から平成36年度に変更する。

10

これまでの経緯および今後の予定 日立バイパス（Ⅱ期）の構造に求める性能（案）
（波浪検討委員会において抽出）

波浪対応
既往の台風・高潮でも交通規制を伴わない安全性確保

津波対応
津波警報発令時には原則通行止め。警報解除後に点検を
実施し24時間以内に緊急輸送路として機能できる耐力及び
構造

地震対応
レベル2地震によって被害を受けた場合に早期復旧可能な
変位量

海上部の構造形式
旭高架橋の損傷状況を踏まえた波浪耐久構造
前例の少ない海上インターチェンジ、交差点の設置

維持管理等
海上部の点検等のメンテナンス性
万が一、損傷した場合の修繕方法の担保

茨城県の動向 国土交通省の動向
東日本大震災（Ｈ２３.３）

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

日立バイパス（Ⅱ期）新規事業化

茨城県沿岸津波対策検討委員会設立

茨城県沿岸海岸保全計画外力検討会設立

茨城県沿岸における海岸保全施設計画
外力・同解説 【潮位・波浪編】策定 Ｈ26.3

日立バイパス波浪検討委員会設立
第１回検討委員会 Ｈ27.3

Ｈ28.3

目指すべき堤防高、津波浸水想定区域図を策定

潮位及び波浪の計画外力について、新たな値を設定

●検討条件に関する確認・審議
●護岸天端高、橋梁桁下高の検討手法の審議

●茨城県の設計条件との対比
●設計条件の設定・比較
●直立消波護岸設計根拠

平成29年度～

日立バイパス（Ⅱ期）修正設計

３
年

Ｈ23.12

・目指すべき堤防高（津波対策）
・計画高潮位
・計画波浪

【当初】 設計 H26～H28 → 【変更】 委員会 H26～H28 、設計 H29～H31

第2回検討委員会

・海上部の構造形式（波浪耐久性構造）
・維持管理等

検討内容

設計に反映

日立バイパス橋梁等構造検討委員会
設立予定（H29.2～9頃）



３．事業の評価
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■総便益（Ｂ）

■総費用（Ｃ）

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれについて
推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

１）計算条件

・基準年次 ：平成28年度

・供用開始年次 ：平成37年度

・分析対象期間 ：開通後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ

・交通量の推計時点 ：平成42年度

・計画交通量 ：15,000～16,900〔台/日〕

・事業費 ：約239億円

・総便益 ：約256億円（約766億円※）

・総費用 ：約187億円（約244億円※）

・費用便益比 ：1.4

〔参考：新規事業評価(H23)〕

平成23年度

平成34年度

開通後50年間

平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ

平成42年度

15,200～16,700〔台/日〕

約239億円

約239億円（約776億円※）

約177億円（約260億円※）

1.4 
※基準年次における現在価値化前を示す。



３．事業の評価
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２）事業全体

３）残事業

注1）便益・費用については、平成28年度を基準年とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された

第二段階の改善を反映している。

基準年：平成28年度

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
214億円 36億円 6.1億円 256億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．４
180億円 6.8億円 187億円

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
214億円 36億円 6.1億円 256億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．４
174億円 6.8億円 181億円



S59 ～ H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

前回
都市計画
決定

都市計画
変更決定

今回
都市計画
決定

都市計画
変更決定

前回 事業化

今回 事業化

前回 測量・　設計 測量・　設計 設計 設計 設計

今回 測量・　設計 測量・　設計 波浪
検討委員会

波浪
検討委員会

構造
検討委員会 設計 設計 設計

前回 設計・用地

今回 設計・用地 設計・用地

前回 調査着手

今回 調査着手

前回
工事
着手

橋梁・
改良

橋梁・
改良

橋梁・
改良 舗装

今回
工事
着手

橋梁・
改良

橋梁・
改良

橋梁・
改良 舗装

前回
用地
着手

今回
用地
着手

事業化

測量・調査・設計

埋蔵文化財調査

工事

設計・用地説明

用地

都市計画決定

供
用
開
始
年
次

年度

４．事業の見込み等
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・東日本大震災をうけて、茨城県沿岸における海岸保全施設計画外力・同解説【潮位・波浪編】の策定と、日立バ
イパス（Ⅰ期）の波浪による橋脚損傷状況を踏まえ、日立バイパス（Ⅱ期）の道路施設構造等を決定するための
潮位、波浪、許容越波流量等を含む設計条件について学識者等による専門的立場から具体的に検討するため
検討委員会を平成26～27年に実施。
・今年度、橋梁構造検討委員会を設立し、設計を行うための海上部の構造形式等を平成29年9月頃までに行い、
その後、設計を実施予定。
・以上より、委員会検討結果を踏まえた修正設計に時間を要することから、全体の事業期間を平成33年度から平
成36年度に変更する。
・今後、構造検討委員会の結果を経て設計を実施し、事業費を精査していく予定。

※開通年次は、費用便益比算定上設定した年次である

（１)事業進捗の見込みの視点

（２)事業の計画から完成までの流れ（日立バイパス（Ⅱ期））

新規採択 今回再評価 新規採択時の「供用開始年次」 変更後の「供用開始年次」



〈茨城県知事からの意見〉
一般国道６号日立バイパスⅠ期事業区間の供用により、並行する道路において交通量が減少し、交通渋滞の緩
和や並行する道路沿道環境の向上が図られている。Ⅱ期事業区間の供用により、新たな南北軸の道路ネットワー
クの形成による交通渋滞の緩和、物流機能の強化及び地域産業の振興に大きく寄与するものと期待されることか
ら、本事業の必要性は高く、継続は妥当である。
なお、早期完成に向けて事業を推進するとともに、徹底したコスト縮減に努められたい。

（１)茨城県からの意見

５．関連自治体等の意見
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・日立バイパス（Ⅱ期）に並行する国道６号（現道）の損失時間は、257.9千人時間/年/km。

・日立バイパス（Ⅱ期）に並行する国道６号（現道）の死傷事故率は、115.3件/億台・km。

・鮎川橋交差点では、渋滞を要因とする交通事故が多発しており、死傷事故率が255.8件/億台･㎞となっている。

また、車両相互の追突事故が多発。

・日立バイパス（Ⅱ期）を整備することにより、交通の円滑化が図られ、渋滞緩和、安全性向上等が見込まれる。

・山と海に挟まれた地形であることから、南北方向の幹線道路が国道6号、国道245号に限られているとともに、幹
線道路沿道には、住宅地や工場が多く立地し、国道6号、国道245号には市内を移動する交通や、通過する交通
が集中している。

・日立バイパス（Ⅱ期）の整備は、国内有数の電機産業地である日立市内の企業間による製造体制の定時性・速
達性が改善し、生産効率の向上や企業コストの低減に寄与する。

・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は、1.4である。

６．今後の対応方針（原案）
（１)事業の必要性等に関する視点
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（２)事業進捗の見込みの視点

（３)対応方針（原案）

・東日本大震災をうけて、茨城県沿岸における海岸保全施設計画外力・同解説【潮位・波浪編】の策定と、日立バ
イパス（Ⅰ期）の波浪による橋脚損傷状況を踏まえ、日立バイパス（Ⅱ期）の道路施設構造等を決定するための
潮位、波浪、許容越波流量等を含む設計条件について学識者等による専門的立場から具体的に検討するため
検討委員会を平成26～27年に実施。
・今年度、橋梁構造検討委員会を設立し、設計を行うための海上部の構造形式等を平成29年9月頃までに行い、
その後、設計を実施予定。
・委員会検討結果を踏まえた修正設計に時間を要することから、全体の事業期間を平成33年度から平成36年度に
変更する。
・今後、構造検討委員会の結果を経て設計を実施し、事業費を精査していく予定。

・事業継続とする。
・本事業は、交通渋滞の緩和および安全性の確保の観点から、事業の必要性・重要性は高く、早期の効果発現を
図ることが適切である。


